
１． 重要な会計方針

　　

有形固定資産は法人税法の規定に基づいて定額法で償却しています。

サービスの受け入れはございません。

役務の提供はございません。

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業費の内訳

（単位：円）

科目

1-（3）この法人の活動に
興味を示す団体あるい
は個人に必要な資料、
情報及び技術援助をて
いきょうする②（5）知的
障がい者に関する一社
会の理解をより深めるた
めの広報・啓発事業

1-（6）その他自立及
び　社会参加促進

2　その他の事業

SON・熊本主催
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

SON・熊本主催
熊本地区大会他

世界大会
全国大会

競技会、研修会
広報誌らぽーる発
行　　　　交流会

ｱｽﾘｰﾄ会ｷｬﾝﾌﾟ他
2-（1）物品販売
2-（2）チャリティ催
事

（１）人件費

　　給料手当 481,282 719,626 221,850 119,817 133,301 176,528 326,895 2,179,299

　　法定福利費 9,101 13,608 4,195 2,265 2,521 3,338 6,181 41,209

人件費計 490,383 733,234 226,045 122,082 135,822 179,866 333,076 2,220,508

（２）その他経費

　　売上原価 614,920 614,920

　　業務委託費 25,000 77,000 178,000 280,000

　　諸謝金 184,000 6,000 355,000 545,000

　　参加補助費 226,125 521,855 747,980

　　印刷製本費 240 610,532 136,041 746,813

　　旅費交通費 13,530 102,280 348,885 41,600 506,295

　　車両費 3,000 3,000

　　通信運搬費 4,355 304,052 10,008 3,183 168,824 15,000 28,469 533,891

　　消耗品費 190,683 152,308 20,700 20,700 43,420 20,700 104,937 553,448

　　水道光熱費 13,867 13,867 13,867 13,867 13,867 13,865 83,200

　　地代家賃 128,872 128,872 128,872 128,872 128,872 128,873 773,233

　　貸借料 64,793 79,643 64,793 64,793 64,793 64,793 403,608

　　施設関連費用 1,058,863 349,550 10,500 7,000 3,400 4,519,378 5,948,691

　　保険料 55,673 55,673 55,673 55,673 55,673 55,675 334,040

　　諸会費 10,000 1,000 11,000

　　支払手数料 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030 6,180

　　製作費 156,000 156,000

　　雑費 88,175 507,377 2,923 50,990 6,369 7,392 663,226

その他経費計 1,801,081 2,693,029 830,221 448,388 498,848 660,613 5,978,345 12,910,525

合計 2,291,464 3,426,263 1,056,266 570,470 634,670 840,479 6,311,421 15,131,033

３． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

什器備品 108,465 0 0 108,465 108,464 1

合計 108,465 0 0 108,465 108,464 1

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(4)ボランティアによる役務の提供

(5)消費税等の会計処理

合計

1-（1）地域社会における知的障がい
者のスポーツ振興のためのトレーニ
ングプログラム、競技会・研修会の実
施、並びに担当地域に全体のへの事
業拡大

1-（2）　SON・国際本部およびSO
日本等が開催する競技会、ト
レーニングプログラム、研修会や
その他の会合への参加

特定非営利活動に係る事業

　　貯蔵品：最終仕入原価法による原価法

計算書類の注記(令和元年度）

　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計
基準協議会）によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　商品：総平均法による原価法


